
１．継続事業の前提に関する注記

該当なし

２．重要な会計方針

　（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）

　　　　・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法

　（２）固定資産の減価償却の方法

　　　　・建物、構築物、車両運搬具並びに器具及び備品－定額法

　　　　・リース資産

　　　　 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

リース契約1件当たりのリース料総額が300万円以下の場合

　オペレーティングリースの会計処理に準じる方法によっている。

　（３）引当金の計上基準

退職給付引当金

　　　該当なし

賞与引当金

　　　該当なし

３．重要な会計方針の変更

なし

４．法人で採用する退職給付制度

該当なし

５．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

ア.

　「本部」

イ.

ウ.

エ.

オ.

カ.

キ.

　「聴導犬・介助犬訓練士養成事業」

　「補助犬訓練事業にかかわる普及啓発事業」

東京事業所拠点（社会福祉事業）

　　第三号第三様式)

　　　　第三号第三様式)

　　　　第三号第三様式)

　「補助犬訓練事業にかかわる普及啓発事業」

計算書類に対する注記（法人全体）

　（２） 事業区分別内訳表(会計基準省令第一号第二様式、第二号第二様式、第三号第二様式)

　「聴導犬訓練事業」

　「聴導犬訓練事業」

長野事業所拠点（公益事業）

　「補助犬訓練事業にかかわる普及啓発事業」

　　　当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。

　（１） 法人全体の計算書類(会計基準省令第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式)

　（３） 社会福祉事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様式、

　（４） 公益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様式、

　（５） 収益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様式、

　　当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。

　（６） 各拠点区分におけるサービス区分の内容

法人本部拠点（社会福祉事業）

長野事業所拠点（社会福祉事業）

　「聴導犬訓練事業」

　「介助犬訓練事業」

東京事業所拠点（社会福祉事業）

関西事業所（社会福祉事業）

関西事業所（社会福祉事業）

注記 全体



計算書類に対する注記（法人全体）

６．基本財産の増減の内容及び金額

　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

45,888,000 0 0 45,888,000

50,491,639 0 5,307,561 45,184,078

0 0 0 0

0 0 0 0

96,379,639 0 5,307,561 91,072,078

　　該当する取崩はなかった。

８．担保に供している資産

　　該当なし

９．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

10．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

　　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

11．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおり、対象債権はない。

（単位：円）

12．関連当事者との取引内容

　　関連当事者との取引はない。

36,444,641 14,918,351

0

2,903,560

器具及び備品 16,322,224 14,348,225

車輛運搬具 12,739,747 3,984,709

構築物

0

債権額 徴収不能引当金の当期末残高

合計 239,204,023 125,945,685

機械及び装置

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

建物（その他）

土地(その他）

建物（基本財産）

113,258,338

債権の当期末残高

1,594,359 1,309,201

51,362,992

1,973,999

資産名 取得価額

8,755,038

0

0 0 0

種類及び銘柄

合　計 36,867 0

0

帳簿価額 時価 評価損益

事業未収金 35,294 0 35,294

減価償却累計額 当期末残高

109,987,500 64,803,422

合計

投資有価証券

合　計 0 0 0

0 0

36,867

未収金 1,573 0 1,573

0 0 0

土地

建物

定期預金

45,184,078

土地(基本財産） 45,888,000 0 45,888,000

基本財産の種類

注記 全体



計算書類に対する注記（法人全体）

13．重要な偶発債務

該当なし

14．重要な後発事象

該当なし

15．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を

　　明らかにするために必要な事項

該当なし

注記 全体



１．重要な会計方針

　（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）

　　　　・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法

　（２）固定資産の減価償却の方法

　　　　・建物、構築物、車両運搬具並びに器具及び備品－定額法

　　　　・リース資産

　　　　 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

リース契約1件当たりのリース料総額が300万円以下の場合

　オペレーティングリースの会計処理に準じる方法によっている。

　（３）引当金の計上基準

退職給付引当金

　　　該当なし

賞与引当金

　　　該当なし

２．重要な会計方針の変更

なし

３．採用する退職給付制度

該当なし

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分

５．基本財産の増減の内容及び金額

　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

45,888,000 0 0 45,888,000

50,491,639 0 5,307,561 45,184,078

0 0 0 0

0 0 0 0

96,379,639 0 5,307,561 91,072,078

　　該当する取崩はなかった。

７．担保に供している資産

　　担保に供されている資産はない。

計算書類に対する注記（社会福祉事業区分本部拠点区分）

　　　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

　（１） 本部拠点区分計算書類(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩

基本財産の種類

土地

　（２） 拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙３（⑪）)は省略している。

　（２） 拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３（⑩）)は省略している。

建物

定期預金

合計

投資有価証券

注記 本部



計算書類に対する注記（社会福祉事業区分本部拠点区分）

注記 本部



計算書類に対する注記（社会福祉事業区分本部拠点区分）

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

　　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおり、対象債権はない。

（単位：円）

10．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおり、対象債権はない。

（単位：円）

11．重要な後発事象

該当なし

12．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を

　　明らかにするために必要な事項

なし

土地(基本財産） 45,888,000 0 45,888,000

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産） 109,987,500 64,803,422 45,184,078

合　計 0 0 0

0 0 0

0 0 0

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

合　計 0 0 0

0 0 0

0 0 0

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

合計 233,833,921 122,722,458 111,111,463

277,560 105,377 172,183

器具及び備品 13,877,622 12,716,309 1,161,313

車輛運搬具 12,739,747 8,755,038 3,984,709

機械・装置 0 0 0

建物（その他）

構築物

土地（その他） 0 0 0

51,063,492 36,342,312 14,721,180

注記 本部



１．重要な会計方針

　（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）

　　　　・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法

　（２）固定資産の減価償却の方法

　　　　・建物並びに器具及び備品－定額法

　　　　・リース資産

　　　　 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

リース契約1件当たりのリース料総額が300万円以下の場合

　オペレーティングリースの会計処理に準じる方法によっている。

　（３）引当金の計上基準

退職給付引当金

　　　該当なし

賞与引当金

　　　該当なし

２．重要な会計方針の変更

なし

３．採用する退職給付制度

該当なし

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分

ア

イ

５．基本財産の増減の内容及び金額

　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

　　該当する取崩はなかった。

７．担保に供している資産

定期預金

投資有価証券

合計

計算書類に対する注記（社会福祉事業区分長野事業所拠点区分）

　　　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

　（１） 長野事業所拠点区分計算書類(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

基本財産の種類

建物

　（３） 拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙3（⑪））は省略している。

　（２） 拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙3（⑩））

　「聴導犬訓練事業」

　「介助犬訓練事業」

土地

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩

注記　社福長野 



計算書類に対する注記（社会福祉事業区分長野事業所拠点区分）

　　担保に供されている資産はない。

注記　社福長野 



計算書類に対する注記（社会福祉事業区分長野事業所拠点区分）

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

　　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

10．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおり、対象債権はない。

（単位：円）

11．重要な後発事象

該当なし

12．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を

　　明らかにするために必要な事項

なし

697,825

697,825

0

合　計 0 0 0

0 0

合　計 36,867

種類及び銘柄

0 0 0

評価損益

0

帳簿価額

債権の当期末残高

0 1,573

0 36,867

35,2940

未収金 1,573

時価

351,573合計 1,049,398

債権額 徴収不能引当金の当期末残高

建物（その他） 0

事業未収金 35,294

1,049,398

0

車輛運搬具 0

0

機械及び装置 0

取得価額

0

建物（基本財産） 0

構築物

0

351,573

0

器具及び備品

0 0

土地(その他） 0

00

0

0 0

0

0

当期末残高

0土地(基本財産）

減価償却累計額

注記　社福長野 



１．重要な会計方針

　（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）

　　　　・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法

　（２）固定資産の減価償却の方法

　　　　・建物並びに器具及び備品－定額法

　　　　・リース資産

　　　　 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

リース契約1件当たりのリース料総額が300万円以下の場合

　オペレーティングリースの会計処理に準じる方法によっている。

　（３）引当金の計上基準

退職給付引当金

　　　該当なし

賞与引当金

　　　該当なし

２．重要な会計方針の変更

なし

３．採用する退職給付制度

該当なし

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分

５．基本財産の増減の内容及び金額

　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

　　該当する取崩はなかった。

７．担保に供している資産

　　担保に供されている資産はない。

定期預金

投資有価証券

合計

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩

基本財産の種類

土地

建物

計算書類に対する注記（社会福祉事業区分東京事業所拠点区分）

　　　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

　（１） 東京事業所拠点区分計算書類(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

　（２） 拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙3（⑩））は省略している。

　（３） 拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙3（⑪））は省略している。

注記　社福東京



計算書類に対する注記（社会福祉事業区分東京事業所拠点区分）

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

　　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおり、対象債権はない。

（単位：円）

10．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおり、対象債権はない。

（単位：円）

11．重要な後発事象

該当なし

12．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を

　　明らかにするために必要な事項

なし

合　計 0 0 0

0 0 0

0 0 0

合　計 0 0 0

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

0 0 0

0 0 0

合計 1,372,024 1,135,901 236,123

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

器具及び備品 946,524 946,520 4

機械及び装置 0 0 0

構築物 299,500 102,329 197,171

車輛運搬具 0 0 0

土地(その他） 0 0 0

建物（その他） 126,000 87,052 38,948

土地(基本財産） 0 0 0

建物（基本財産） 0 0 0

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

注記　社福東京



１．重要な会計方針

　（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）

　　　　・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法

　（２）固定資産の減価償却の方法

　　　　・建物並びに器具及び備品－定額法

　　　　・リース資産

　　　　 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

リース契約1件当たりのリース料総額が300万円以下の場合

　オペレーティングリースの会計処理に準じる方法によっている。

　（３）引当金の計上基準

退職給付引当金

　　　該当なし

賞与引当金

　　　該当なし

２．重要な会計方針の変更

なし

３．採用する退職給付制度

該当なし

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分

５．基本財産の増減の内容及び金額

　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

　　該当する取崩はなかった。

７．担保に供している資産

計算書類に対する注記（社会福祉事業区分関西事業所拠点区分）

　　　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

　（１） 関西事業所拠点区分財務諸表(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

基本財産の種類

土地

　（２） 拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙3（⑩））は省略している。

　（３） 拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙3（⑪））は省略している。

建物

定期預金

投資有価証券

合計

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩

注記　社福関西



計算書類に対する注記（社会福祉事業区分関西事業所拠点区分）

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

　　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおり、対象債権はない。

（単位：円）

10．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおり、対象債権はない。

（単位：円）

11．重要な後発事象

該当なし

12．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を

　　明らかにするために必要な事項

なし

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

土地(基本財産） 0 0 0

建物（基本財産） 0 0 0

土地(その他） 0 0 0

建物（その他） 0 0 0

構築物 0 0 0

車輛運搬具 0 0 0

器具及び備品 0 0 0

機械及び装置 0 0 0

合計 0 0 0

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

0 0 0

0 0 0

0 0

合　計 0 0 0

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

合　計 0 0 0

0 0 0

0

注記　社福関西



１．重要な会計方針

　（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）

　　　　・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法

　（２）固定資産の減価償却の方法

　　　　・建物並びに器具及び備品－定額法

　　　　・リース資産

　　　　 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

リース契約1件当たりのリース料総額が300万円以下の場合

　オペレーティングリースの会計処理に準じる方法によっている。

　（３）引当金の計上基準

退職給付引当金

　　　該当なし

賞与引当金

　　　該当なし

２．重要な会計方針の変更

なし

３．採用する退職給付制度

該当なし

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分

ア

イ

５．基本財産の増減の内容及び金額

　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

　　該当する取崩はなかった。

７．担保に供している資産

計算書類に対する注記（公益事業区分長野事業所拠点区分）

　　　当拠点区分において作成する財務諸表は以下のとおりになっている。

　（１） 長野事業所拠点区分財務諸表(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

土地

建物

　（２） 拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙3（⑩））

　「補助犬訓練事業にかかわる普及啓発事業」

　「聴導犬・介助犬訓練士養成事業」

定期預金

投資有価証券

　（３） 拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙3（⑪））は省略している。

基本財産の種類

合計

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩

注記　 公益長野



計算書類に対する注記（公益事業区分長野事業所拠点区分）

　　担保に供されている資産はない。

注記　 公益長野



計算書類に対する注記（公益事業区分長野事業所拠点区分）

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

　　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおり、対象債権はない。

（単位：円）

10．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおり、対象債権はない。

（単位：円）

11．重要な後発事象

該当なし

12．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を

　　明らかにするために必要な事項

なし

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

土地(基本財産） 0 0 0

建物（基本財産） 0 0 0

土地(その他） 0 0 0

建物（その他） 2,500,000 1,401,930 1,098,070

構築物 0 0 0

車輛運搬具 0 0 0

器具及び備品 448,680 333,823 114,857

機械及び装置 0 0 0

合計 2,948,680 1,735,753 1,212,927

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

事業未収金 0 0 0

0 0 0

時価帳簿価額 評価損益

0 0 0

0 0合　計 0

合　計 0 0 0

種類及び銘柄

0 0 0

注記　 公益長野



１．重要な会計方針

　（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）

　　　　・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法

　（２）固定資産の減価償却の方法

　　　　・建物並びに器具及び備品－定額法

　　　　・リース資産

　　　　 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

リース契約1件当たりのリース料総額が300万円以下の場合

　オペレーティングリースの会計処理に準じる方法によっている。

　（３）引当金の計上基準

退職給付引当金

　　　該当なし

賞与引当金

　　　該当なし

２．重要な会計方針の変更

なし

３．採用する退職給付制度

該当なし

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分

５．基本財産の増減の内容及び金額

　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

　　該当する取崩はなかった。

７．担保に供している資産

　　担保に供されている資産はない。

定期預金

投資有価証券

合計

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩

建物

　（３） 拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙3（⑪））は省略している。

　（２） 拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙3（⑩））は省略している。

計算書類に対する注記（公益事業区分東京事業所拠点区分）

　　　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

　（１） 東京事業所拠点区分財務諸表(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号の第四様式)

基本財産の種類

土地

注記　公益東京



計算書類に対する注記（公益事業区分東京事業所拠点区分）

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

　　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおり、対象債権はない。

（単位：円）

10．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおり、対象債権はない。

（単位：円）

11．重要な後発事象

該当なし

12．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を

　　明らかにするために必要な事項

なし

合　計 0 0 0

0 0 0

0 0 0

合　計 0 0 0

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

0 0 0

0 0 0

合計 0 0 0

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

器具及び備品 0 0 0

機械及び装置 0 0 0

構築物 0 0 0

車輛運搬具 0 0 0

土地(その他） 0 0 0

建物（その他） 0 0 0

土地(基本財産） 0 0 0

建物（基本財産） 0 0 0

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

注記　公益東京



１．重要な会計方針

　（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）

　　　　・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法

　（２）固定資産の減価償却の方法

　　　　・建物並びに器具及び備品－定額法

　　　　・リース資産

　　　　 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

リース契約1件当たりのリース料総額が300万円以下の場合

　オペレーティングリースの会計処理に準じる方法によっている。

　（３）引当金の計上基準

退職給付引当金

　　　該当なし

賞与引当金

　　　該当なし

２．重要な会計方針の変更

なし

３．採用する退職給付制度

該当なし

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分

５．基本財産の増減の内容及び金額

　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

　　該当する取崩はなかった。

７．担保に供している資産

　　担保に供されている資産はない。

計算書類に対する注記（公益事業区分関西事業所拠点区分）

　　　当拠点区分において作成する財務諸表は以下のとおりになっている。

　（１） 関西事業所拠点区分財務諸表(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

基本財産の種類

土地

　（２） 拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙3（⑩））は省略している。

　（３） 拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙3（⑪））は省略している。

建物

定期預金

投資有価証券

合計

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩

注記　 公益関西



計算書類に対する注記（公益事業区分関西事業所拠点区分）

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

　　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

（単位：円）

10．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおり、対象債権はない。

（単位：円）

11．重要な後発事象

該当なし

12．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を

　　明らかにするために必要な事項

なし

合　計 0 0 0

0 0 0

0 0 0

合　計 0 0 0

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

事業未収金 0 0 0

0 0 0

合計 0 0 0

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

器具及び備品 0 0 0

機械及び装置 0 0 0

構築物 0 0 0

車輛運搬具 0 0 0

土地(その他） 0 0 0

建物（その他） 0 0 0

土地(基本財産） 0 0 0

建物（基本財産） 0 0 0

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

注記　 公益関西


